
１．日本版発行までの経緯

2022 年 2 月、奈良文化財研究所（以下、奈文研）
で は、『Guides to Good Practice』（ 以下、『Good 
Practice』）を翻訳し、『考古学・文化財デジタルデー
タのための Guides to Good Practice』として刊行し
た。『Good Practice』は、ヨーク大学のArchaeology 
Data Service（以下、ADS）と Digital Antiquity が
共同で作成したものである。考古学に関わるデジタ
ルデータの作成方法ではなく、データの長期保管に
向けてのガイドである。データの長期保管に関わる
問題は、ボーンデジタルのデータが増えている日本
においても喫緊の課題となっている。

2017 年 2 月 27 日、訪英した際に ADS の Julian 教
授と課題を共有し、『Good Practice』を紹介された。

2018年の協議でさらに有用性を確認した（国武2017、
図１）。2017 年頃の日本においては、文化庁の埋蔵
文化財発掘調査体制等の整備充実に関する調査研究
委員会が『埋蔵文化財保護行政におけるデジタル技
術の導入について』（以下、デジタル報告）の報告の
検討を進めている最中であった。デジタル報告の検
討には奈文研の実務担当者も参画しており、『Good 
Practice』の考え方がデジタル報告にも参考となっ
た。『Good Practice』のうち、汎用的で優先度が高い
記事は、著者が個別に翻訳した（高田2020）。既に奈
良文化財研究所文化財担当者研修デジタルアーカイ
ブ課程等で使用している。このたび体系的に『Good 
Practice』を翻訳し、刊行することができた。

２．日本にとっての意義

日本には巨大な考古学データがある。近年、発掘
調査報告書（以下、報告書）は年間約1,300冊発行さ
れる（文化庁2020）。報告書類の総数は125,000件と
推測されている（高田 2019）。調査研究の場におい
ても、写真撮影はデジタルカメラが浸透し、デジタ
ルデータが出力される。報告書作成においてもＤＴ
Ｐが浸透し、デジタルデータで印刷所とやり取りす
る。膨大なデータが蓄積され、日々生成されている
が、デジタルデータの長期保管のための指針や具体
的対策に課題がある。『Good Practice』本文の言及
にあるニューアム博物館とソイル・システムズ社の
ようにデータ消失や散逸の危機にある。
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図1　�ADS Julian Richards教授との協議（2018年2月27
日、ヨーク大学にて）
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調査研究の手法として、デジタル技術を活用した
調査研究は実践されているものの、最終的な成果物
が印刷物の報告書や論文であるため、デジタルデー
タ保管自体への検討は後回しになっていた感が強
い。例えば、画像データの保管のために導入された
フォトCDは1992年に登場し、埋蔵文化財行政にお
いても一定度浸透したものの、サポートが終了して
しまったことで、データ読み込みが不可となった。
市場の変化やデジタル技術の進展等によって、この
ような事態はいつで起こりうるため、基本的な考え
方の整理と実践的な検討を継続する必要がある。

文化庁は、2017年から2019年にデジタル報告１～
３を作成し考え方を示したが、実践的で具体的な方
策についてはフォローできていない。例えば全国埋
蔵文化財法人連絡協議会による文化庁への要望にお
いて次のことが申し入れられている（全国埋蔵文化
財法人連絡協議会2021）。

四　デジタル環境の標準化を統一的に進める施
策について
　デジタル技術の導入に関する指針に基づき、
機器・ソフト等の環境整備や技能修得、データ
の適正な管理・保管が必要となるため、都道府
県に対し、デジタル化に向けた具体的な検討を
行い、法人運営に必要な支援を積極的に行うよ
う助言を願いたいこと。また、デジタル化に伴
う技能修得にあたっては実効性のある研修の実
施を願いたいこと。

また、日本学術会議史学委員会文化財の保護と活用
に関する分科会による提言でもデジタルデータの
バックアップ対策が必要とされた（日本学術会議
2017）。
『Good Practice』は今の日本が抱える課題に応え

るものである。

３．今後の展開 

ADS は 90 年代から考古学デジタルデータの長期
保管を模索し実践し続けてきた。90 年代の日本で
は全国文化財データベース構想など、デジタルにお

いて野心的な取り組みが企図されたものの 2000 年
代にはデジタル分野での全国への働きかけが下火と
なってしまった。

デジタル技術の進化が早いことは周知の通りであ
り、適切にキャッチアップしていく必要がある。し
かし、対応への基本的考えは変わらない。基本的考
えを理解したうえで、日本の文化・組織に適応する
ようニホンナイズしていく必要がある。ただしガラ
パゴス化してはグローバリゼーションが進む社会か
ら孤立する可能性がある。そのためには、世界的に
標準的な方法でアーカイブしていくことが重要であ
る。実践には人材育成が必要であり、育成には教科
書となるガイドが必要となる。この『Good Practice』
は、基本的な文献でありバイブルとなるものである。
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